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新興国における ITサービスの輸出動向とその地域的動態（北川）
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1	 1991年の経済自由化以前におけるインドの産業地域に関する研究では、インド工業の地理的分布を考察した
古賀（1967）や北インドの工業化過程を明らかにした中山（1982）が特筆される。
2	 友澤（1999）はデリー首都圏における自動車工業の集積過程を明らかにし、友澤（2004）においては、バンガロー
ルに進出した日系企業を事例に生産システムの構築の実態とその空間的特性を明らかにしている。また、友
澤（2011）では、2000年代以降のインドの自動車工業の空間構造の動態がその特徴とともに検討されている。
Ⅰ　はじめに
近年、新興国の経済成長は著しく、こうした新興国経済の動向が世界経済をも大きく左右す
る状況にあると言っても過言ではない。そうした新興国の多くは、資源開発を背景に急成長を
遂げる国家群が存在する一方で、ASEAN諸国にみられるように工業化による経済成長を遂げ
ている国が少なくない。新興国の経済発展には工業化、とくに製造業部門の高度化をともなう
重化学工業化が重要な要素となる場合が多い。しかしながら、昨今、こうした製造業部門の成
長に依存しない経済成長の図式を描く国家群も台頭しつつある。そうした背景には、グローバ
ル経済におけるICT技術の向上とICTサービスの需要の拡大、そして、そのサービス供給を支
えるICT産業の重要性の増大と急成長が存在する。
本稿で事例としたインドも、こうしたICT産業の発展と輸出指向型産業としての育成を目標
とした産業政策により、急速な経済成長を遂げている新興国である。近年、製造業の発展を中
心に経済規模の拡大を図ってきた中国としばしば対比されるインドは、エレクトロニクス産業、
なかでも、ソフトウェア開発やITサービス業などを中心としたICT産業によって生産された財
やサービスの輸出を通じて経済規模を拡大させてきた。その後、インドでは、経済成長ととも
に耐久消費財が普及し、現在では、欧米諸国、東アジアの先進諸国からの企業進出とともに自
動車や電気機械などの生産を拡大させ、製造業の勃興が認められつつある（北川　2011）。
インドにおける経済発展の動向とその地域的特徴に関しては、これまで、斯学の分野におい
て様々な側面から検討されてきた。とくに、1991年の経済自由化以降、インド経済への関心の
高揚とともに、工業化の側面とICT産業の地域的発展過程を中心に多くの成果が得られている1。
工業化の側面からインド経済の変容を捉え、工業投資の地域性について検討した研究としては、
佐藤（1994）や伊藤・絵所（1995）、古賀（1998）、山崎（1997）などが挙げられる。一方、個別の産
業部門の地域的な発展動向とインド経済への影響について検討した研究も比較的少なくない。
とくに、友澤によるインド自動車工業に関する一連の研究2やHeeks（1996）やAoyama（2003）、
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北川（2003）などによりインドにおけるソフトウェア産業部門の地域的な動態とその特徴が明ら
かにされてきた。
2000年代に入り、インドのICT産業は、新たな局面を迎えている。一つは、北川（2008）で明
らかにしたように、当該産業の空間構造の変化である。これは、6大産業集積地の形成と集積
地間の成長性の差異に集約される。二つは、ICT産業の輸出指向型産業としての確立とそれに
ともなう当該産業の構造変化である。これについては、鍬塚（2004）、北川（2004）などが検討を
行ってきたが十分に明らかになったとはいえない。
こうした点をふまえ、本稿は、新興国におけるITサービスの輸出環境の特徴とその地域的
動向を、インドを事例として検討したものであり、これにより、ICT産業の輸出指向型産業と
しての確立とそれにともなう当該産業の構造変化の一側面が明らかにされる。また、得られた
知見により、新興国におけるITサービスの輸出環境の実態が明確となるばかりでなく、今後
の台頭が予想されるインド以外の新興国のITサービス業の地域的な発展過程の解明にも大い
に寄与できると考える。
Ⅱ　近年におけるインドICT産業の発展動向
１．ITサービス生産の動向
インドのICT産業は、1991年の経済自由化に端を発し、1990年代半ばに本格的な成長を開
始した。これに同調するかのように、インド経済も拡大をみせ、1991年以降、年率6%前後の
GDP成長率を維持しながら、現在でも成長を継続している（北川　2005）。2000年代に入ると、
インテルショックやリーマンショックなどの影響もみられたものの、年率10％に迫るGDP成長
率を経験し、インド経済は高度経済成長期に突入している。
2000年代以降のインド経済の急成長は、産業の発展に負うところが小さくないが、なかでも
ICT産業の成長はインド経済の発展に大いに寄与してきた。図１は、2006年以降のITサービス
生産額の推移を示したものである。これによると、2006年のインドにおけるITサービス生産
額は、423億1,200万USドルであったが、その生産額は漸増しており、2010年には748億9,000
万USドルに達している。2011年には、871億4,000万USドルへと変化し、2010年度の生産額
に比して約16％の増加率を示している。過去5年間では15.5％の平均した成長率をもって生産
額は増加しており、5年間で、倍以上の生産額へと拡大した。このように、ITサービスの生産
が飛躍的に増加するとともに、ITサービスを生産するICT産業部門の急成長が看取される。
持続的な成長を遂げているICT産業は、インド経済の成長にも多大な影響を与えてきた。経
済自由化直後の1994年における当該部門がインド全体のGDPに占める割合は、金額ベースで
0.4％に過ぎなかった（北川　2000）。その後、一貫して増大し、2005年にはそのシェアは5.3％
にまで拡大した。2011年のインドのGDPは1兆5,151億3,000万USドルであるが、当該産業に
よる生産額は、871億4,000万USドルであり、これはインドのGDPの約5％に相当する額となっ
ている。ICT産業は、自動車工業や電気機械工業などにみられるような関連産業の成長や発展
を促進させる重層的な産業構造を構築する性格を有しているとはいえない。そうした状況にお
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いても、ICT産業の持続的な発展と屹立したGDPに占める割合を示していることは、インド国
内において経済的のみならず、多くの労働力を吸収している側面に鑑みても社会的な影響力を
も高めている部門であると想像するに難くない。
図１　インドにおけるITサ ビース生産額の推移
　　  資料：ESCの資料により作成
２．インドITサービスの供給とその特徴
前述のように、ITサービスの生産は、近年、一貫した伸びを示していることが理解される。
こうしたITサービスは主として、海外市場に向けて供給されていることに特徴が見いだせる。
インドにおけるITサービスの生産額の推移とその内訳を示した図1を参照すると、2011年に
おけるITサービスの生産額である871億4,000万USドルのうち、海外市場向けの生産額、すな
わち輸出額は680億2,100万USドルであり、これは、全体の78.1％に相当する。輸出額の割合
は2004年が78.1％、最も高い2006年が79.8％であり、概ね生産額の4分の3が輸出により占め
られていることが理解される。
一方、2011年の国内市場向けのITサービス生産額は191億1,800万USドルである。輸出額に
比して、少額であるものの、前年度の172億7,400万USドルに対して、16.6%の増加率を示して
おり、国内市場も拡大傾向にあることが示唆される。
とはいうものの、インドにおけるITサービス生産額の多くはITサービスの輸出によりもた
らされていることに変化はなく、インドのICT産業が輸出主導型産業としてインド経済の中で
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3	 ITES/BPOは、ITEnabledServicesおよびBusinessProcessOutsourcingの略であり、遠隔地からコミュニ
ケーションネットワークなどの情報通信技術を通じて提供されるサービスである。このサービスは、企業が
特定の業務の全工程を一括して外部に委託することを意味し、コールセンターなどの顧客対応サービスや顧
客管理サービス、会計処理業務や給与計算などのデータ処理をともなう事務委託、さらにはGISやエンジニ
アリングデザインやアニメーションなどのコンテンツ開発などが含まれる。
4	 KPOは、KnowledgeProcessOutsourcingの略であり、データの収集や加工、すなわち、データギャザリン
グとデータの分析が中心のアウトソーシングサービスである。こうした作業は、規則性が少なく判断領域が
多いため、手間と時間がかかる割にはマニュアル化しにくいという性格を有する。そのため、高度な知識と
技術が要求されるITES/BPOよりも高付加価値のサービスと位置づけられる。
重要な位置に置かれていることは否定しがたい。当該部門のITサービス輸出の拡大は、イン
ド全体の輸出額の増加にも大きく貢献しており、その重要性は以前にも増して高まっている。
北川（2011）によれば、2005年には、ICT産業部門による輸出額は全輸出額の16.1％を占め、そ
の後もそのシェアは拡大傾向にあり、2009年には全輸出額の19.1%を占めるまでに増大した。
Ⅲ　インドにおけるICT産業の輸出環境
１．ICT産業の構造変化
昨今、インドのICT産業において最もダイナミックに構造変化を遂げた部門の一つとして、
ITES/BPO部門3が存在する。それまで、インドにおけるITサービス業は、主としてソフトウェ
アサービスに負うところが大きかったが、2000年代以降、こうしたITES/BPO部門における成
長がICT産業の成長はもとより、インド経済全体の発展をも支えつつある。ITES/BPOは、近年、
注目されつつあるKPO4を含んでおり、これまでインドにおいて蓄積されてきたソフトウェア
の開発技術および開発能力と情報コミュニケーション技術の発展が同国におけるKPO部門のみ
ならずITES/BPO部門の発展を可能にした。1990年代前半において誕生したITES/BPOは、現
在、インドにおいては、広域的かつ包括的な産業部門として確立している。
今日、インドのICT産業の技術的水準は非常に高く、コンピュータ・ソフトウェア開発と情
報通信技術の分野において世界的にも認知された信頼できるサービスを提供してきた。たとえ
ば、現在、インドには世界企業のバック・オフィスが多数立地しており、これらの企業には、
インド国内からアウトソーシングサービスの多くが提供されている。ESC（2012）によれば、イ
ンドのITES/BPO部門における生産額は、580億USドルにものぼり、これは当該部門の全世界
の市場の50%以上のシェアを占めるといわれている。
また、	前述のKPO部門はグローバルに展開されつつあるアウトソーシングの市場に新たな
サービスを提供することになったと考えられている。インドにおいては、過去10年間におけ
る当該部門の成長はすさまじく、先進国の多くは、KPO部門でのアウトソーシングサービスを、
ほぼ全数、インドに依存してきた。これは、他国と比べて、充実した品質および技術の高さと、
大量にプールされた安価な労働力が背景として存在する。
インドのIT企業はITサービス、およびその優れた品質を保証するための様々なプラットホー
ムとシステムを開発しており、技術的能力、ドメイン知識、経験および専門的技術に関して世
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界的にも十二分に認知されており、高い信頼を得ているといえる。
グローバルなIT市場においてインドは既にそのブランドを確立したといっても過言ではな
い。広範にわたるシステム管理と維持を可能にしたソフトウェア・プロダクトのパッケージの
提供のみならず、モバイルアプリケーションやクラウドコンピューティング、次世代ユーザー
インタフェース、コンサルタントサービス、システムインテグレーション、チップデザイン、
など、金融業や保険業のアウトソーシングサービスをも提供することが可能となっている。ま
た、CAD・CAMやアニメーションの製作といったコンテンツ開発や電子出版データ変換およ
びデジタル化、グラフィックスデザインなど、多岐にわたるサービスの提供も一般化しつつあ
る。インドにおけるICT産業は指数関数的に成長しているだけではなく、様々な分野が連動し
て、当該部門の価値連鎖を築き上げているといえる。
以上のように、インドにおけるICT産業をめぐる輸出環境は、それまでのソフトウェア開発
からITES/BPOの供給、さらにはKPOへと広範かつ高度なサービスの提供という構造的な変化
にともない、以前にも増して良好な状況に変化しつつある。さらに、インドの有する労働力コ
ストの面における比較優位性もインドのICT産業の輸出指向型産業としての地位を確固たるも
のとしている。
２．ICT産業部門における多国籍企業の立地
インドでは、現在、ICT産業部門の多くの多国籍企業が立地している。インドにおけるそう
した企業の多くは、チップのデザインやシステムソフトウェアの開発、通信用ソフトウェアの
開発などを行っており、企業の中にはIT技術そのものの研究開発センターをインドに立地して
いる企業も存在する。とはいうものの、最も多くの立地をみるのは、コストと技術力の高さに
裏付けられるITES/BPO部門の企業群である。とくに、コールセンターやサポートセンターの
立地が顕著である。
こうしたインドに立地する多国籍企業としては、チップデザインに関しては、シーメンス、
フィリップス、テキサス・インスツルメンツ、インテルなどが挙げられる。一方、通信用ソフ
トウェアの開発に関しては、シーメンス、モトローラ、ルーセントテクノロジーズ、ノーテル
ソニーなどが確認できる。さらに、Yahooや Googleなどは研究開発センターをインドに設置し
ており、インドの立地先としての優位性が増大しているといえる。ITES/BPO部門に関しては、
アクサやアセンチュラ、デル、HSBC、GEキャピタル、ヒューレットパッカード、IBM、シスコ、
オラクル、マイクロソフト、SAP、ボーダーフォンノキアなど、多くの名だたる多国籍企業が
サポートセンターやコールセンターを設置しており、枚挙にいとまがない。
以上のように、これまでのインドICT産業部門は民族資本によるオフショア方式でのITサー
ビスの提供が主であったが、現在では、多国籍企業自らが、インド国内に直接投資を行い、グ
ローバルに展開する顧客へとサービスを提供する形態へと変化している。こうした多国籍企業
の立地動向は、インドのICT産業の輸出環境を変化させてきたと指摘できる。
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5	 小島（2004）によれば、アメリカ合衆国と比較した場合、インド国内においてITES/BPOを調達した場合のコ
ストは通信費のみが合衆国より5割程度高いものの人件費が合衆国に比して14%の水準にあり、全体のコス
トは合衆国の約2割程度に収まるとされる。
6	 インドにおける理工系の高等教育機関の中核をなしているのはIIT（インド工科大学）のほかIISc（インド科学
専門大学）、IIIT（インドIT工科大学）などの15大学であり、これらの高等教育機関はIT技術者のエリートを
育成する研究教育機関として位置づけられている。
7	 CMMIとは、能力成熟度モデルの一つであり、システム開発を行う組織がプロセス改善を行うためのガイド
ラインとなるものである。ここでは、組織の製品、サービスの開発、調達能力などを5段階のレベルで評価
されるものである。
３．グローバル市場におけるインドICT産業の優位性
グローバル市場におけるインドICT産業の強みは、第一に、技術的に充実したIT関連の労働
力が大量にプールされていることが挙げられる。こうしたIT技術者の労働力コストは、先進国
と比較して、約10分の１であり5、結果としてインドは労働力コストの面で比較的優位な立場
に位置している。
現在、インドは労働力コストの面で優位な立場にある一方で、ICT産業の急速な発展にとも
ない、労働力不足が懸念されつつある。ICT産業は知識集約型の産業であり、ソフトウェア開
発をはじめとして、サービスの供給には非常に熟練した専門家集団が要求される。インドの
ICT産業部門においては800万人の雇用が創出されている。そのうち、高度な専門性を有する
技術者は280万人が必要とされているが、労働市場に十分供給されているとは言いがたい。
技術的に高度で安価かつ豊富な労働力の存在は大変魅力的であり、主要なIT企業や多国籍企
業の多くがインドにおいて子会社あるいは拠点を設立してきた。しかしながら、インドのソフ
トウェア産業発展の萌芽期においてもそうであったように、現在、熟練した専門性の高い労働
力は不足しており、結果として、労働コストを押し上げている状況にある。インドの高等教育
機関の代表格であるIIT6やとそのほかの300以上の理工学系大学から毎年約5000人のIT技術者
が供給されているものの、実際の労働力需要に対して、約3分の１の規模を供給しているに過
ぎない。こうした労働市場における懸念材料は存在するものの、先進諸国に比して、いまだ労
働力コストの面では優位な立場にあることには変化はない。
労働力コストの面での優位性とともに、インド国内企業による広範かつ高品質のサービス提
供もグローバル市場におけるインドICT産業の強みとして注目されよう。前述のように、イン
ドのICT産業は、さまざまなサポートやデータ処理からソフトウェア・システムまで、幅広い
サービスを提供しているが、ソフトウェア開発の組織的な成熟度を示すCMMI7の最高段階で
あるレベル5を取得している企業のうち、全世界の35％の企業がインドに存在している。また、
300以上のICT企業がISO9000かCMMIのレベル2を取得しており、インドのICT産業部門は、
この高い品質によりグローバル市場において信頼を得ているといえる。ICT産業における多国
籍企業の多くがインドにソフトウェア開発拠点かリサーチセンターのいずれかを有しているこ
とも、そうした信頼性の高さを裏付けている。また、フォーチュン誌に掲載された500社の半
数以上の企業は、自社内に必要なソフトウェアをインドから調達しているといわれており（ESC
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8	 ITサービスやソフトウェアの高い信頼性のもと、ウィプロ（Wipro）やタタコンサルタンシーサービス（Tata
ConsultancyServices）など、多くの民族企業が勃興し、世界企業として認知されるとともに、現在ではその
多くが多国籍企業化している。
　2012）、このことからも、インドから供給されるITサービスおよびソフトウェアの信頼性の
高さがうかがえる8。
Ⅳ　ITサービス輸出の特徴とその変化
１．ITサービス輸出の特徴
前述したように、インドにおけるITサービスの輸出は一貫して成長しているが、輸出され
るサービスの内容は大きく分けてソフトウェアサービスとITES/BPOの輸出に分けられる。過
去5年間のインドにおけるITサービス生産額の内訳とその推移を示した図２によれば、ITサー
ビスの輸出額は持続的に増加していることが看取される。2006年に337億7,570万USドルであっ
たITサービス輸出額は2011年には680億2,100万USドルへと変化し、5年間で約2倍の規模と
なった。このことは、毎年、10％前後の増加率をもって輸出額が増加してきたと理解される。
輸出額の内訳を見ると、ソフトウェアサービスの輸出額が全体の約7割を占めており、これま
でITES/BPO部門の成長が示唆されているものの、金額ベースでみた場合、ITサービスの輸出
に関しては、いまだソフトウェアサービスの輸出が主であるといえる。ソフトウェアサービス
の輸出額は現在でも拡大しており、2010年の410億4,000万USドルから2011年には501億4,000
万USドルとなり、前年度比22.3％の増加率を示している。
一方、ITES/BPOの輸出額に関しては、2010年におけるITES/BPOの輸出額は165億7,000
万USドルであり、全輸出の約28.8%を占めている。2011年においてもその割合に大きな変化
はないが、前年比7.9％の成長をもって、178億7,000万USドルへと変化した。
こうしたITES/BPO部門は、英語を話す熟練した労働力、高いサービスの品質、非常に高い
生産性、産業政策の充実を背景として、他国に比して比較優位を保持している。インドでは時
差を利用して、24時間サービスを提供することを可能としており、多くの海外の顧客のニーズ
を捉えることに成功している。とくに、主要顧客であるアメリカ合衆国とは12時間の時差が
あり、こうしたタイムラグは業務を請け負う上で重要な点であると指摘できる。
また、当該部門では、これまでインドの労働者の「英語」能力を背景として輸出の拡大を企図
してきた。後述するように、ITES/BPOの主な供給先がアメリカ合衆国およびイギリスであっ
たことがその成長性を担保してきた。とくに、コールセンター業務に象徴されるような、英語
を使用して提供するITサービスはインド以外の国との差別化を図る意味においても重要であっ
た。インドでは毎年200万人の学生が卒業しており、そのうちの12万2,000人はIT技術者であ
る。彼らはイギリス流の英語能力を有しており、IT技術の理解度も高い人材が供給されてきた。
ITES/BPO部門はインフラストラクチャーにかけるコストが相対的に低く、初期投資は多くな
い。したがって、優秀でかつ英語能力の堪能な労働力をいかに確保できるかが鍵となり、その
点においてインドは非常に恵まれた条件下にあるといえる。
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しかしながら、当該サービスのグローバルな市場にアクセスすることが求められているなか、
インドのITES/BPO部門は、英語以外の多言語を使用したアウトソーシングビジネスを、ヨー
ロッパ市場を中心に展開しようとしている。さらに、今後、アジア太平洋諸国の経済成長によ
り、こうした市場へのアクセスも求められつつある。とくに、財政、会計学、営業、ロジスティ
クス、購入、管理、および司法サービス等の分野において重点的に投資が行われている。
図２　インドにおけるITサ ビース輸出額の内訳とその推移
　　  資料：ESCの資料により作成
２．ITサービスの輸出指向性
世界のITサービス市場は、9,600億USドルであると見積もられている。このうち、アメリカ
合衆国の38%を筆頭に、ヨーロッパ諸国が34%を占め、次いで、日本が全体の12％、さらに、
これに続くのがインドの9%である。インドは、2010年度には7.8％のシェアを有する程度であっ
たが、前述のように、現在、9％のシェアを有しており、その存在感を増しているといえる。
インドのITサービスの輸出先とその割合をみた図３によると、アメリカ合衆国への輸出が
卓越しており、2011年度においては58.0％にも達している。前年度が51.6％であったことをみ
ても、ITサービスの5割がアメリカ合衆国に向けて輸出されていることが理解できる。これに
続くのは、イギリスであり、全体の21.8％を占めている。近年、輸出先の多様性が認められる
ものの、そのほかの国々は、1～3%のシェアを占めるに過ぎず、アメリカ合衆国とイギリスの
英語圏諸国が最大の顧客であることに変化はない。ただし、輸出先は、以前に比べて多様化し
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9	 これまで、インドのITサービス業はアメリカ合衆国への輸出に大きく依存しており、このことは、結果的に、
インドのICT産業の発展がアメリカ合衆国のITサービスの需要動向に左右されるという構造的な問題を生成
することになった。そのため、輸出先の多様化の推進は、インド政府をはじめ、NASSCOMなどの業界団体、
さらにはインド国内企業にとって喫緊の課題となっている（北川　2011）。
つつあるのも事実であり、現在では142か国に向けてITサービスは輸出されている9。
図３　ITサ ビースの輸出先とその割合
　　  資料：ESCの資料により作成
Ⅴ　ITサービス輸出の地域的特徴
インドICT産業は1990年代から急成長し、現在では、インドにおける基幹産業としての
地位を確立した。1990年代における当該産業の空間構造は、北川（2005）やKuwatsuka	and	
Kitagawa（2008）により明らかにされているように、ムンバイ、バンガロール、チェンナイ、
ニューデリ （ーデリー首都圏地域）、ハイダラーバード、コルカタの６大集積地域にその特徴
を求めることができる。経済自由化以前にあたる1980年にはこうした企業分布は認められず、
ニューデリー、ムンバイ、バンガロール、チェンナイ、コルカタに3～10社程度立地するにす
ぎなかったが、その後、ムンバイ、バンガロール、ニューデリーへの企業集積が顕著となった。
とくに、ムンバイとバンガロールにおけるICT産業の成長は他の都市を圧倒していた（北川　
2000）。近年では、新興のノイダやグルガオン、アーメダーバードに加え、ハイダラーバード
周辺などへの企業立地も活性化しており、新たな企業集積地域を形成しつつある。
2000年代以降、インドにおけるICT産業の分布は、基本的に６大集積地域を中心とした分布
に変化はなく、とくに、バンガロール、ムンバイ、ニューデリーの３大都市への集中は依然と
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して顕著である。しかしながら、これらに続く都市群に関しては、ハイダラーバードへの企業
立地が急増している一方、コルカタにおいては減少に転じるなど、最近では企業の立地傾向に
も差が認められるようになり、ICT産業の空間構造も変化しつつある（北川　2011）。
こうした産業集積地における特徴をITサービスの輸出額から検討してみると、総じて南イ
ンドの諸州においてITサービス輸出額が大きいことが理解される。州別のITサービス輸出額
をみた第４図によれば、ICT産業の集積地として認知されているバンガロール10を有するカル
ナータカ（Karnataka）州は198億9,500万USドルの輸出額を計上しており、同州だけでインド
全体のITサービス輸出額のうち約30％の規模を有する。
10	 バンガロールは，1990年代から急速にICT産業集積地として発展してきた。同市が当該産業集積地として発
展してきた背景には、輸出指向型産業としてICT産業を育成しようとした州政府の産業政策に加え，多くの
外資系企業が立地を指向したことが挙げられる。また、鍬塚（2006）によれば，カルナータカ州全体の輸出額
のほとんどはバンガロールを拠点としたものであり，同州のICT産業はバンガロールに一極集中する状況に
ある。
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そのほかの州に関しては、アンドラプラデシュ（Andhra Pradesh）州やタミルナドゥ（Tamil 
Nadu）州、マハラシュトラ（Maharashtra）州なども輸出額の規模は大きく、100億USドルを超
過している。これらの州においては、カルナータカ州と同様に、州内の主要都市であるハイデ
ラバードやチェンナイ、ムンバイおよびプネなどの大都市への産業集積が顕著である。
これまで、北川（2011）などによって指摘されてきたように、ITサービス輸出額の多寡はICT
産業集積の規模を反映しているわけではなく、むしろ、各産業集積地のITサービス業の成長
性に基づいているといわれる。すなわち、ITサービスの輸出を指向するICT企業の集積が進む
ことにより、各産業集積地の発展が促進されていると考えられる11。ICT産業の発展とそれに
よってもたらされる当該産業の空間構造の動態は、労働市場の側面のみならず、ITサービス
の輸出を促進させるインド政府による産業政策の動向、すなわち、輸出環境の社会経済的な状
況に多大な影響を受けていることが推察される。
Ⅵ　おわりに
1991年の経済自由化を機に、急速な発展へと転じたインドのICT産業は、2000年代に入り、
新たな局面を迎えている。一つは、当該産業の空間構造の変化であり、二つは、ICT産業の輸
出指向型産業としての確立とそれにともなう当該産業の構造変化である。それをふまえ、本稿
では、新興国におけるITサービスの輸出環境の特徴とその地域的動向を、インドを事例とし
て検討し、ICT産業の輸出指向型産業としての確立とそれにともなう当該産業の構造変化の一
側面を明らかにしようと試みた。その結果、以下の点が明らかとなった。
2000年代以降のインド経済の急成長は、産業の発展に負うところが大きいが、なかでもICT
産業の成長もその動向に大いに寄与している。インドにおけるITサービス生産額の多くはIT
サービスの輸出によりもたらされていることに変化はなく、インドのICT産業が輸出主導型産
業としてインド経済の中で依然として重要な位置に置かれている。当該部門のITサービス輸
出の拡大は、インド全体の輸出額の増加にも大きく貢献しており、その重要性は以前にも増し
て高まっている。
インドにおけるICT産業をめぐる輸出環境は、それまでのソフトウェア開発からITES/BPO
の供給、さらにはKPOへと広範かつ高度なサービスの提供という構造的な変化にともない、こ
れまで以上に良好な状況に変化しつつある。さらに、インドの有する労働力コストからみた比
較優位性もインドのICT産業の輸出指向型産業としての地位を確固たるものとしている。
これまでのインドICT産業部門は民族資本によるオフショア方式でのITサービスの提供が主
であったが、現在では、多国籍企業自らが、インド国内に直接投資を行い、グローバルに展開
する顧客へとサービスを提供する形態へと変化している。こうした多国籍企業の立地動向は、
インドのICT産業の輸出環境を変化させてきたといえる。また、輸出先は、以前に比べて多様
11 バンガロールを中心都市としたカルナータカ州のICT産業の発展は，こうした状況を如実に反映している。
例えば，バンガロールに置かれたSTPI（インド・ソフトウェア技術パーク）はICT産業の輸出に対する税制面
の優遇措置とともに，通信インフラなどの整備を行い，輸出指向型企業の立地と成長を促してきた。
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化しつつあり、当該産業の輸出を巡る状況は変化しつつある。
ITサービス輸出額の多寡はICT産業集積の規模を反映しているわけではなく、むしろ、各産
業集積地のITサービス業の成長性に基づいている。すなわち、ITサービスの輸出を指向する
ICT企業の集積が進むことにより、各産業集積地の発展が促進されていると考えられる。ICT
産業の発展とそれによってもたらされる当該産業の空間構造の動態は、労働市場の側面のみな
らず、ITサービスの輸出を促進させるインド政府による産業政策の動向、すなわち、輸出環
境の社会経済的な状況に多大な影響を受けているといえる。
付記
本研究を進めるにあたり平成25年度科学研究費補助金基盤研究（C）「新興国におけるITサービス業の産業集
積地域の形成過程と構造変化に関する比較研究」（研究代表者：北川博史、課題番号22520793）の一部を利用した。
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